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本書は、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条に基づき研究評価委員会において

設置された「次世代火力発電等技術開発／石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業」（中間評

価）の研究評価委員会分科会（平成２９年５月１２日）及び現地調査会（平成２９年４月２

８日 於 大崎クールジェン株式会社）において策定した評価報告書（案）の概要であり、

ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３３条の規定に基づき、第５３回研究評価委員会（平

成２９年１０月１１日）にて、その評価結果について報告するものである。 
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「次世代火力発電等技術開発／石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業」 

（中間評価） 

評価概要（案） 

 

１．総合評価 

技術目標が適切に定められているとともに、順調に開発が進められ、今後の最終目標達成

が十分に期待されるレベルにある。酸素吹石炭ガス化 IGCCは、過去の開発プロジェクトの

成果を生かして比較的順調に試験が進められており、実用化に向けた有意義な成果が得られ、

第 1 段階の進捗としては十二分なものと考えられる。CO2 分離・回収型 IGCC についても

計画が着実に進められており、今後の目標達成が期待できる。今後の実証試験での運用ノウ

ハウの積み上げや、第 2・第 3段階の着実な推進を期待する。 

一方、将来の国内および海外の事業展開に向け、設計・保守・運用技術の「ノウハウ」を

どの企業が主体的に維持・管理するかといった知財戦略を明確化するとともに、競合技術と

の差別化を図り本システムの優位性を明確にして、具体的な戦略やビジネスモデルを検討す

べきである。 

今後も長期的な視野に立って、NEDO が先導して合理的な開発を進めていただきたい。

目標達成のために、各プロセス間での情報共有や性能指標の相互確認とともに、他の要素技

術開発との連携も行いながら推進してもらいたい。 

 

２．各論 

２．１ 事業の位置付け・必要性について 

 本事業の目的である石炭を燃料とした多炭種対応型高効率発電技術の開発は、日本のエネ

ルギー源の安定的確保にとって重要である。エネルギー源とその調達先の多様性拡大と発電

の高効率化は、我が国のエネルギーセキュリティ向上に貢献し、その早期実用化は、経済効

率性及び環境適合性を念頭に策定された 2030年のエネルギーミックスを実現するために是

非とも必要である。また、本事業は、CCS（Carbon dioxide Capture and Storage）と IGFC

（Integrated coal Gasification Fuel cell Combined Cycle）を組み合わせた究極の石炭高効

率利用技術開発として世界最先端技術として推進すべきであり、事業に含まれる CO2分離・

回収型 IGCC（Integrated coal Gasification Combined Cycle）や IGFCは温暖化ガス排出

削減目標達成に大いに貢献することが期待される。 

本事業のような公共性が高い大規模な技術開発は、民間企業が単独で行うには開発リスク

が大きく、また、現状では CO2 削減技術開発へのインセンティブが明確ではない面もある

ので民間のみでの推進は困難であり、NEDOが関与すべき事業として妥当である。 
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２．２ 研究開発マネジメントについて 

 諸外国あるいは国内において競合する可能性のある技術の現状の調査を適切に行い、必要

な達成目標が明確かつ定量的に定められている。第 1段階の開発目標を達成できれば、世界

でもトップレベルの発電技術となり、十分に戦略的な目標である。また、開発項目及びスケ

ジュールは無理なく適切に設定されており、かつ費用配分も適切である。実施体制について

は、前身の EAGLE（coal Energy Application for Gas, Liquid and Electricity）プロジェク

トに携わってきた実施者の参画により技術・ノウハウが継承されているとともに、事業化に

向けて電力会社が参画しており適切である。特に、この事業を実施することを目的とした会

社が設立されており、その中での指揮命令系統及び責任体制は明確であり、かつ機能してい

ると考えられる。進捗管理スケジュールは、最新の国際的協定の状況などの情勢変化を考慮

した上で長期にわたって定められ、現段階まで適切にそれが実施されている。知的財産等に

関しては、管理手法・実施者間の共有手法のスキームが明確に定められている。 

今後、炭種選定にあたっては、実用化時期や日本への供給可能性を考慮に入れつつ、炭種

性状から適切な石炭を見いだして性能と経済性を評価すべきである。CO2 除去後の水素リ

ッチ燃料でのガスタービンの性能評価については、他の NEDO 関連事業等との積極的な情

報交換も行いながら進めるべきである。また、成果の最大限活用のため地球温暖化対策の方

向性に応じた開発目標の適宜見直しや研究開発費の適切配分管理を実施しながら推進すべ

きである。知的財産については、単純に特許化した件数を増やすのではなく、侵害があった

場合の証明の容易さ・困難さを考慮して知的財産を特許化するかどうかを十分検討されたい。 

 

２．３ 研究開発成果について 

 研究開発成果はいずれも中間目標を達成したか、あるいは達成の見込みが十分ある。特に、

酸素吹 IGCCについては、発電効率や環境性能等のすべての当初目標値をクリアし、着実に

スケールアップされ、今後の成果が大いに期待される。また、過去の基盤的成果のもとに、

実証規模の大型装置運転や長時間試験での課題と解決法を考慮した計画が立てられており、

最終目標の達成は期待できる。競合プロセスとの成果の比較も適切に行われており、本プロ

ジェクトの目標を達成できれば優位性があると考えられる。また、国内・国外の学会誌論文・

口頭発表などでの対外的発表に加え、新聞などの各種媒体を通じてのプロジェクト紹介等の

情報発信が積極的に行われており、成果の普及に向けた活動が十分行われている。 

第 2 段階以降で目標とされている発電システム全体の送電端効率を達成するためには、

個々の反応器・プロセスでどのような性能を必要とするかについて、それぞれの数値目標を

明確化されたい。石炭中微量成分の挙動については、物質収支の確立に向けてデータを蓄積

されたい。また、商用化に向けては、これからの運転実績が重要であり、信頼性、運用性、

保守性等に留意しつつ、負荷追従特性を含めて幅広に動的データを収集・解析すべきである。

石炭ガス化炉から排出されたスラグについては、特性を踏まえた利用法について検討する必

要があると考えられる。 

知的財産等については、技術を特許化するものとノウハウとして保存するものに分類した

上で、確保を進めていただきたい。 
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２．４ 成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 

実施者が電力供給の当事者によって設立された会社であることもあり、石炭火力のリプレ

ースを通じての国内市場における成果の実用化・事業化戦略はある程度明確になっている。

具体的な取り組みとして、経済効果については、発電所の建設費ベースでの妥当性ある試算

結果に基づき見通しが提示された。酸素吹 IGCC は試運転において目標性能を達成してお

り、今後の実証試験を通したノウハウの蓄積により商用機へのステップアップの実現性が高

まると期待できる。さらに、開発技術が、石炭の調達先の多様化とそれによる石油、天然ガ

スの価格高騰抑止のポテンシャルも有すると考えられる。同時に発電以外の産業用途への導

入および、海外(特に新興国)への展開も視野に入れられている。 

実用化・事業化に向けた第 2 段階以降については、CCS が成立すれば国際社会に貢献で

きるコンテンツとなり、国家戦略的キーテクノロジーとなりうる。一方、実用化・事業化に

向けた進捗の確認・要素技術確立の見通し、EOR等 CO2利用技術の連携等について、設定

されるべき具体的な指標(マイルストーン)を明確化すべきであるとともに、海外の競合ガス

化炉との差別化を図り、海外展開の可能性検証に着手すべきである。また、CO2 回収に関

しては、現状では生成ガスの一部だけを試験に用いているが、今後は生成ガスの全量を CO2

回収装置に供給した場合のガス化炉と CO2 回収の運転の相互影響についてシミュレーショ

ンにより課題を抽出すべきである。 

今後は、商用化に向けた特許戦略等の検討を進め、他の次世代火力発電技術との相互取り

入れも考慮しつつ、CO2 対策技術の国産化という視点での戦略的な開発を進められたい。

ガスタービンの高温化や触媒の開発、CCS のような回収後の技術等については、他のプロ

ジェクトで実施しているものもあるため、他の成果と連動しながら推進し、大きな成果につ

なげていただきたい。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 3.0 A A A A A A A 

２．研究開発マネジメントについて 2.6 A A A B B A B 

３．研究開発成果について 2.7 B A B A A A A 

４．成果の実用化・事業化に向けた取組及び 

  見通しについて 
2.1 B A B B B B B 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0として事務局が 

数値に換算し算出。 

 

〈判定基準〉 

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要         →A 

・重要            →B 

・概ね妥当          →C 

・妥当性がない、又は失われた →D 

・非常によい         →A 

・よい            →B 

・概ね妥当          →C 

・妥当とはいえない      →D 

 

２．研究開発マネジメントについて 

 

４．成果の実用化・事業化に向けた取

組及び見通しについて 

・非常によい         →A 

・よい            →B 

・概ね適切          →C 

・適切とはいえない      →D 

・明確            →A 

・妥当            →B 

・概ね妥当          →C 

・見通しが不明        →D 

 

2.1 

2.7 

2.6 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0

４．成果の実用化・事業化に向けた取組

及び見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

平均値 



研究評価委員会

「次世代火力発電等技術開発／石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業」（中間評価）分科会

日 時 ：平成２９年５月１２日（金）１３：００～１７：４５

場 所 ：ＷＴＣコンファレンスセンター フォンテーヌ 

東京都港区浜松町 2-4-1 世界貿易センタービル３８階 

議事次第

【公開セッション】 

１．開会、資料の確認 13:00～13:05 (5分) 

２．分科会の設置について 13:05～13:10 (5分) 

３．分科会の公開について 13:10～13:15 (5分) 

４．評価の実施方法について 13:15～13:30（15分） 

５．プロジェクトの概要説明   13:30～14:00（30分） 

5.1 「事業の位置付け・必要性」「研究開発マネジメント」 

「研究開発成果」

　　「成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通し」

5.2 質疑 

14:00～14:20（20分） 

入替（5分） 

【非公開セッション】 

６．プロジェクトの詳細説明 

6.1 酸素吹IGCC実証  14:25～15:35(70分) 

 発表会社名 大崎クールジェン(株) （説明40分、質疑応答30分） 

休憩（10分） 

6.2  CO2分離・回収型酸素吹IGCC実証 

  ａ）CO2分離・回収型酸素吹IGCC実証   15:45～16:10(25分) 

発表会社名 大崎クールジェン(株) （説明13分、質疑応答10分、入替2分） 

 ｂ）低温作動型サワーシフト触媒実証研究   16:10～16:35(25分) 

発表会社名 (株)日立製作所  （説明13分、質疑応答10分、入替2分） 

6.3 CO2分離・回収型IGFC実証  16:35～17:00(25分) 

  発表者名 NEDO環境部  （説明13分、質疑応答10分、入替2分） 

1

shimomuramik
テキストボックス
第53回研究評価委員会
資料2-1
（別添）



７． 全体を通しての質疑    17:00～17:15（15分） 

(質疑15分） 

入替（5分） 

【公開セッション】 

８． まとめ・講評 17:20～17:40（20分） 

９．  今後の予定、その他 17:40～17:45(5分) 

１０．閉会 

以上
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概 要 

最終更新日 2017 年 5 月 12 日 

プロジェクト名 
次世代火力発電等技術開発／ 

石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業 

プロジェクト番号 P16002 

担当推進部/ 

ＰＭまたは担当者 

環境部 高橋主査（2017 年 4 月現在） 

山本主査（2016 年 4 月～2016 年 9 月） 

０．事業の概要 

石炭火力発電から排出される二酸化炭素（CO2）を大幅に削減するため、究極の高効率石炭火

力発電技術である石炭ガス化燃料電池複合発電（IGFC）と CO2 分離・回収を組み合わせた革新

的な低炭素石炭火力発電の実現を目指して「石炭ガス化燃料電池複合発電(IGFC)実証事業」を

実施する。本事業は以下の 3段階に分けて実施する。 

(1)第 1 段階（2012～2018 年度）：IGFC のベースとなる酸素吹石炭ガス化複合発電技術（酸素吹

IGCC）の実証事業を行う。本事業は 2012 年より経済産業省の補助事業として実証が開始され、

2016 年度から NEDO が助成事業として事業を承継している。

(2)第 2 段階（2016～2020 年度）：酸素吹 IGCC 実証試験設備と CO2 分離・回収設備を組み合わせ

た CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC のシステムとしての性能や運用性、信頼性、経済性について

の実証事業を行う。

(3)第 3 段階（2018～2021 年度）：CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証試験設備に燃料電池を付設

した CO2 分離・回収型酸素吹 IGFC の実証事業を 2018 年度より実施する。

１．事業の位置 

付け・必要性

について 

経済産業省は、次世代火力発電技術を早期に技術確立、実用化するための方策に関するこれ

までの議論を踏まえ、2016 年 6 月 30 日に「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」をとりま

とめた。本ロードマップに記載の「2030 年度に向けた取組の中心となる石炭、LNG 火力に関す

る方針」においては、石炭火力発電はガスタービンと蒸気タービンを組み合わせたコンバイン

ドサイクルに燃料電池を組み合わせたトリプルコンバインドサイクルへと技術開発の段階が進

展するとされている。また、「個別技術の開発方針」において、高効率石炭火力発電技術では、

酸素吹 IGCC が 2018 年度頃の技術確立（発電効率 46-50%）に、IGFC は 2025 年頃の技術確立（発

電効率 55%）に取り組むことが示されている。更に、CO2 分離・回収技術のうち物理吸収法では、

2020 年頃の技術確立（回収コスト 2000 円台/t-CO2）の実現に取り組むことが示されている。 

２．研究開発マネジメントについて 

事業の目標 

IGFC の早期技術確立に向け、各段階の目標を以下の通り設定する。 

(1)第一段階：酸素吹 IGCC 実証

(a) 基本性能：送電端効率 40.5%程度を達成することで、商用機における送電端効率約 46%達

成の目処を得る。また、最新の微粉炭火力と同等の環境目標値を達成する（O2 濃度 16%

換算で、SOx：8ppm，NOx：5ppm，ばいじん：3mg/m3N）。

(b) 多炭種適合性：瀝青炭及び灰融点の低い亜瀝青炭を用いて炭種適合範囲を把握する。

(c) 設備信頼性：5,000 時間の長時間耐久性試験を行い、商用機における年利用率 70%以上の

見通しを得る。

(d) プラント制御性・運用性：事業用火力設備として必要な運用特性・制御性を確認する（不

可変動率 1～3%/分）

(e) 経済性：商用機において発電原価が微粉炭火力と同等以下になる見通しを得る。

(2)第二段階：CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証

(a)基本性能（発電効率）：新設商用機（1,500℃級 IGCC において、CO2 を 90%回収しつつ、

現状の微粉炭火力と同等レベルの発電効率 40%程度の見通しを得る。

(b)基本性能（回収効率・純度）：CO2 分離・回収装置における CO2 回収効率 90%以上、及び

回収 CO2 純度 99%以上を得る。

(c)プラント運用性・信頼性：CO2 分離・回収型 IGCC システムの運用手法を確立し、信頼性を

検証する。

(d)経済性：商用機における CO2 分離回収の費用原単位について技術ロードマップに示された

費用原単位をベンチマークとして評価する。

(e)低温作動型サワーシフト触媒実証研究：低温作動型サワーシフト触媒を対象とし、従来触
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媒比 0.8pt の効率改善（発電効率 40%程度）が可能な条件にて 1 年程度の性能維持を確認

する。 

(3)第三段階：CO2 分離・回収型 IGFC 実証（計画）

(a)CO2 分離・回収型 IGFC 商用機（500MW 級）に適合した場合に、CO2 回収率 90%の条件で、

発電効率 47%程度の達成見通しを得る。

事業の計画内容 

主な実施事項 
2012- 

2015fy 
2016fy 2017fy 2018fy 2019fy 2020y 2021fy 

(1)第一段階

(a)実証試験設備建設

(b)実証試験運転

(2)第二段階

(a)実証試験設備建設

(b)実証試験運転

(3)第三段階（計画）

(a)実証試験設備建設

(b)実証試験運転

事業費推移 

(会計・勘定別に

NEDOが負担した

実績額（評価実

施年度について

は予算額）を記

載) 

(単位:百万円) 

※ 2012-2015fy

は METI 事業と

して実施

会計・勘定 2012fy 2013fy 2014fy 2015fy 2016fy 2017fy 総額 

一般会計 

特別会計：第 1段階 

（電源・需給の別） 
1,370 7,000 6,240 5,770 3,850 1,600 25,830 

特別会計：第 2段階 

（電源・需給の別） 
310 2,890 3,200 

開発成果促進財源 

総 NEDO 負担額 

*2012-20157fy は

METI 負担

1,370 7,000 6,240 5,770 4,160 4,490 29,030 

（助成）第 1段階 
：助成率１/３ 

1,370 7,000 6,240 5,770 3,850 1,600 25,830 

（助成）第 2段階 
：助成率２/３ 

310 2,890 3,200 

開発体制 

経産省担当原課 資源エネルギー庁 資源・燃料部 石炭課 

プロジェクト 

リーダー
大崎クールジェン株式会社 副社長 木田 淳志 

プロジェクト 

マネージャー
NEDO 環境部 主査 高橋 洋一 
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委託先 

（助成事業の場合「助成

先」とするなど適宜変

更） 

（組合が委託先に含ま

れる場合は、その参加企

業数及び参加企業名も

記載） 

大崎クールジェン株式会社 

株式会社日立製作所 

情勢変化への 

対応 

2014 年 4 月 11 日に閣議決定された「エネルギー基本計画」の中で、石炭は安定供給性や経済

性に優れた重要なベースロード電源の燃料として再評価されている。また、2015 年 7 月に決定

された「長期エネルギー需給見通し」において、 石炭火力の高効率化を進め、環境負荷の低減

と両立しながら活用することで、2030 年の石炭火力の比率を 26%程度とする方向性が示された。

更に、2015 年 12 月にパリ協定が採択され、日本の目標としては、2030 年度に 2013 年度比 26%

の温室効果ガスを削減することが提出されている中、達成に向けては石炭火力の高効率化が前

提となっている。これらの情勢変化により、本事業の早期実用化が一層重要になっている。 

中間評価結果 

への対応 
－ 

評価に関する 

事項 

事前評価 － 

中間評価 2017 年度（第 1，第 2段階） 

事後評価 2019 年度（第 1段階）、2022 年度（第 2，第 3段階） 

３．研究開発成果

について 

石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業の第 1段階である酸素吹 IGCC 実証については、設備の

建設，試運転を完了し、2016 年度末から実証試験を開始した。また、第 2段階である CO2 分離・

回収型酸素吹 IGCC 実証については、2019～2020 年度に予定している実証試験のための基本設計

を実施した。 

(1) 第一段階：酸素吹 IGCC 実証

・発電効率については、送電端効率 40.8％を確認し、本事業での目標である 40.5%を達成した。 

・環境性能については、当初設定した目標値を達成した。

・プラント制御性運用性，設備信頼性，多炭種適用性，経済性等については今後の実証試験を通じて

検証する。

(2)第 2 段階：CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証

・CO2 分離・回収型酸素吹 IGCC 実証研究については、設備の基本設計を実施し、見積のための

購入仕様を作成した。

・低温サワーシフト触媒実証研究については、基本設計を実施し、システム構成，機器仕様を

決定した。

・基本性能の確認，プラント運用性・信頼性の確認，経済性の検討については 2019～2020 年度

に実証試験を行い検証する。

投稿論文 「査読付き」３件、「その他」５８件 

特 許 

「出願済」４０件、「登録」２４件、「実施」０件（うち国際出願６件） 

特記事項： 

・本事業の建設フェーズでは新たな知財は出願されていないが、本事

業の実施に必要な知財は前身のEAGLEプロジェクト等において出願

している（40 件）。

・実証試験開始後は必要に応じ特許出願を行う。

その他の外部発表 

（プレス発表等） 
新聞・雑誌・TV 等：28 件 

４ . 成 果 の 実 用

化・事業化に

向けた取組及

び見通しにつ

いて 

①実用化・事業化の見通し

・第 1 段階である酸素吹 IGCC については、2020 年度頃技術確立し、その後速やかに商用規模

（500MW 程度）の酸素吹 IGCC プラントが商用化される。

・第 2段階である CO2 分離・回収型 IGCC については、2020 年度頃技術確立し、CO2 貯留技術の

開発進展に応じて送電端効率 40%程度の CO2 分離・回収型 IGCC プラントが商用化される。

・第 3段階である CO2 分離・回収型 IGFC については、2025 年度頃に商用規模で送電端効率 55%

程度の IGFC に向けた中小型 IGFC 技術を確立し、燃料電池、GTFC の技術開発進展に応じて CO2
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分離・回収型 IGFC プラントが商用化される。 

②実用化・事業化に向けた戦略

・国内については、事業実施者の親会社である中国電力㈱・電源開発㈱が本事業の成果を石炭

火力の新設・リプレースへの導入を目指す。その上で、他の電気事業者等に対しても導入を

働きかける。

・海外については、国内の商用機運転実績を積極的に発信し、海外市場において「高効率化、

CO2 削減等」の従来石炭火力に対する優位性をアピールする。特に低廉な低品位炭に適した発

電方式として、今後、電力需要が拡大し、石炭火力発電の普及拡大が見込まれるアジア・大

洋州を中心に海外普及を図る。また、CO2 分離・回収型 IGCC/IGFC については、CO2 貯留技術

が実用化されている国（豪州等）において普及を図る

５．基本計画に 

関する事項 

作成時期 ２０１６年１月 作成 

変更履歴 

２０１６年４月改訂（実施体制，PM，評価時期等の変更） 

２０１６年９月改訂（評価時期，研究開発スケジュール等の変更） 

２０１７年２月改定（研究開発項目の追加，PM・PL の修正，評価実施

時期の修正等） 

1
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